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川崎市準用河川占用料徴収条例の一部改正について

・河川区域内の土地（河川管理用通路を含む）を継続的に使用する場合は、河川法第２４条に基づき、
河川管理者の許可を受ける必要がある。

・市町村長は同法第３２条第１項及び同法第１００条第１項に基づき準用河川に係る占用料を徴収す
ることができ、その額及び徴収方法は、政令で定める基準を参酌して市町村の条例で定めることと
されている。

川崎市準用河川占用料徴収条例

１ 川崎市準用河川占用料徴収条例について

占用料の額については、算定の基礎となる固定資産税評価額及び地価に対する賃料の水準等を反
映した適正なものとするため、適宜見直しを行う必要がある。

準用河川における土地占用料については、市内にある河川区域内の管理用通路が一般の生活道と
しても利用されていること、また、道路法で認定されている通路が多く存在することから、道路占
用料との均衡を図る必要があり、その算定方法は道路占用料に準拠しているところである。

今年度、適正な地価水準等を反映させるために道路占用料の改定を予定していることから、併せ
て準用河川における土地占用料についても改定を行うこととする。

（１）固定資産税評価額の推移

（２）国の占用料改定に伴う使用料率の変更

（準用河川においては「定率物件」の設定なし）

２ 条例改正の内容

占用料の額[円/月・㎡]＝道路価格[円/㎡]×使用料率[％/年]（×修正率[％]）÷１２

定 義 算出方法

道路価格 １㎡あたりの道路の価格 令和４年度固定資産税評価額を基に算出

使用料率 地価に対する１年あたりの賃料の割合に相当する率
国（道路法施行令；令和５年４月１日
施行）で採用されている数値を採用修正率

道路空間の一部を使用する物件（上空や地下）や、土地
利用に制約を受ける物件（高架下など）に対する減額率

低下

３ 新旧対照表

土地占用料による歳入のうち、７割以上を東京電力、NTT東日本、東京ガスが占めており、今回の
改定により、約２０万円の増収見込み。

４ 占用料改定に伴う歳入見込み

施行期日 令和６年４月1日

５ 附則

※1 財政局税務部資産税管理課が公表
している固定資産税概要調書の総
括表から、田・畑・宅地・山林の
総額を評価総地積で除した数値。

※2 前回改定時（令和３年４月１日施
行）に算定基礎とした平成31年度
固定資産税評価額を１とする。

施行年
国の使用料率（定額物件）

商業地目 平均地目

従前（令和２年４月時点） 3.86％ 4.64％

現行（令和５年４月時点） 3.56％ 4.41％

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

東京電力 NTT 東京ガス 一般
現 行

(令和４年度決算)

改定後
(令和4年度決算ベース)

計：5,768千円

計：5,991千円

1,717 1,514 1,006 1,531

1,797 1,530 1,027 1,637
(80) (16) (21) (106)

改定による増収見込み
約223千円

主な占用物件

占用料

単位 新（改定案） 旧（現行）

第１種電柱

1本につき1月

280円 280円

第２種電柱 440円 430円

第３種電柱 590円 580円

第１種電話柱 250円 250円

第２種電話柱 410円 400円

第３種電話柱 560円 550円

水管、下水道管、
ガス管その他これ
らに類するもの

外径 0.07m未満

1ｍにつき1月

11円 10円

外径 0.07m以上0.1m未満 15円 15円

外径 0.1m以上0.15m未満 23円 22円

外径 0.15m以上0.2m未満 30円 30円

外径 0.2m以上0.3m未満 46円 45円

外径 0.3m以上0.4m未満 61円 60円

外径 0.4m以上0.7m未満 110円 100円

外径 0.7m以上1m未満 150円 150円

外径 1m以上 300円 300円

橋その他通路に供するもの
1㎡につき1月

170円 160円

工事のための仮設建築物及び臨時材料置場 980円 890円

127,702 127,584 
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関係法令 

－河川法－ 

（河川及び河川管理施設） 

第三条 この法律において「河川」とは、一級河川及び二級河川をいい、

これらの河川に係る河川管理施設を含むものとする。 

 

（土地の占用の許可） 

第二十四条 河川区域内の土地（河川管理者以外の者がその権原に基づ

き管理する土地を除く。以下次条において同じ。）を占用しようとす

る者は、国土交通省令で定めるところにより、河川管理者の許可を受

けなければならない。 

 

（流水占用料等の徴収等） 

第三十二条 都道府県知事は、当該都道府県の区域内に存する河川につ

いて第二十三条、第二十四条若しくは第二十五条の許可又は第二十三

条の二の登録を受けた者から、流水占用料、土地占用料又は土石採取

料その他の河川産出物採取料（以下「流水占用料等」という。）を徴

収することができる。 

２ 流水占用料等の額の基準及びその徴収に関して必要な事項は、政令

で定める。 

 

（この法律の規定を準用する河川） 

第百条 一級河川及び二級河川以外の河川で市町村長が指定したもの

（以下「準用河川」という。）については、この法律中二級河川に関

する規定（政令で定める規定を除く。）を準用する。この場合におい

て、これらの規定（第十六条の四、第十六条の五、第六十五条の三及

び第六十五条の四の規定を除く。）中「都道府県知事」とあるのは

「市町村長」と、「都道府県」とあるのは「市町村」と、「国土交通

大臣」とあるのは「都道府県知事」と、第十三条第二項中「政令」と

あるのは「政令で定める基準を参酌して市町村の条例」と、（中略）

読み替えるものとする。 
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川崎市準用河川占用料徴収条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○川崎市準用河川占用料徴収条例 ○川崎市準用河川占用料徴収条例 

平成12年３月24日条例第29号 平成12年３月24日条例第29号

（略） （略） 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

 種別 単位 占用料   種別 単位 占用料  

 流水占

用料 

鉱工業その他の用に供するも

の 

占用許可水量

毎秒１リット

ルにつき１月 

350円  流水占

用料 

鉱工業その他の用に供するも

の 

占用許可水量

毎秒１リット

ルにつき１月 

350円 

 土地占

用料 

第１種電柱 １本につき１

月 

280円  土地占

用料 

第１種電柱 １本につき１

月 

280円 

 第２種電柱 440円  第２種電柱 430円 

 第３種電柱 590円  第３種電柱 580円 

 第１種電話柱 250円  第１種電話柱 250円 

 第２種電話柱 410円  第２種電話柱 400円 

 第３種電話柱 560円  第３種電話柱 550円 

 その他の柱類 25円  その他の柱類 25円 

 共架電線その他上空に設ける

線類 

１メートルに

つき１月 

３円  共架電線その他上空に設ける

線類 

１メートルに

つき１月 

２円 

 地下電線その他地下に設ける

線類 

２円  地下電線その他地下に設ける

線類 

１円 

 送電塔その他これに類するも

の 

１平方メート

ルにつき１月 

510円  送電塔その他これに類するも

の 

１平方メート

ルにつき１月 

500円 

 変圧塔その他これに類するも

の 

１個につき１

月 

510円  変圧塔その他これに類するも

の 

１個につき１

月 

500円 

 水管、下水道

管、ガス管その

外径が0.07メ

ートル未満の

１メートルに

つき１月 

11円  水管、下水道

管、ガス管その

外径が0.07メ

ートル未満の

１メートルに

つき１月 

10円 
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改正後 改正前 

他これらに類

するもの 

もの 他これらに類

するもの 

もの 

 外径が0.07メ

ートル以上0.1

メートル未満

のもの 

15円  外径が0.07メ

ートル以上0.1

メートル未満

のもの 

15円 

 外径が0.1メー

トル以上0.15

メートル未満

のもの 

23円  外径が0.1メー

トル以上0.15

メートル未満

のもの 

22円 

 外径が0.15メ

ートル以上0.2

メートル未満

のもの 

30円  外径が0.15メ

ートル以上0.2

メートル未満

のもの 

30円 

 外径が0.2メー

トル以上0.3メ

ートル未満の

もの 

46円  外径が0.2メー

トル以上0.3メ

ートル未満の

もの 

45円 

 外径が0.3メー

トル以上0.4メ

ートル未満の

もの 

61円  外径が0.3メー

トル以上0.4メ

ートル未満の

もの 

60円 

 外径が0.4メー

トル以上0.7メ

ートル未満の

もの 

110円  外径が0.4メー

トル以上0.7メ

ートル未満の

もの 

100円 

 外径が0.7メー

トル以上１メ

ートル未満の

150円  外径が0.7メー

トル以上１メ

ートル未満の

150円 
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改正後 改正前 

もの もの 

 外径が１メー

トル以上のも

の 

300円  外径が１メー

トル以上のも

の 

300円 

 橋その他通路に供するもの １平方メート

ルにつき１月 

170円  橋その他通路に供するもの １平方メート

ルにつき１月 

160円 

 工事のための仮設建築物及び

臨時材料置場 

980円  工事のための仮設建築物及び

臨時材料置場 

890円 

 上記以外のもの 川崎市道路占用料徴収条例

（昭和30年川崎市条例第７

号）別表の規定に準じて市長

が定める。 

  上記以外のもの 川崎市道路占用料徴収条例

（昭和30年川崎市条例第７

号）別表の規定に準じて市長

が定める。 

 

備考 備考 

１ 第１種電柱とは、電柱（当該電柱に設置される変圧器を含む。以下

同じ。）のうち３条以下の電線（当該電柱を設置する者が設置するも

のに限る。以下この項において同じ。）を支持するものを、第２種電

柱とは、電柱のうち４条又は５条の電線を支持するものを、第３種電

柱とは、電柱のうち６条以上の電線を支持するものをいう。 

１ 第１種電柱とは、電柱（当該電柱に設置される変圧器を含む。以下

同じ。）のうち３条以下の電線（当該電柱を設置する者が設置するも

のに限る。以下この項において同じ。）を支持するものを、第２種電

柱とは、電柱のうち４条又は５条の電線を支持するものを、第３種電

柱とは、電柱のうち６条以上の電線を支持するものをいう。 

２ 第１種電話柱とは、電話柱（電話その他の通信又は放送の用に供す

る電線を支持する柱をいい、電柱であるものを除く。以下同じ。）の

うち３条以下の電線（当該電話柱を設置する者が設置するものに限る。

以下この項において同じ。）を支持するものを、第２種電話柱とは、

電話柱のうち４条又は５条の電線を支持するものを、第３種電話柱と

は、電話柱のうち６条以上の電線を支持するものをいう。 

２ 第１種電話柱とは、電話柱（電話その他の通信又は放送の用に供す

る電線を支持する柱をいい、電柱であるものを除く。以下同じ。）の

うち３条以下の電線（当該電話柱を設置する者が設置するものに限る。

以下この項において同じ。）を支持するものを、第２種電話柱とは、

電話柱のうち４条又は５条の電線を支持するものを、第３種電話柱と

は、電話柱のうち６条以上の電線を支持するものをいう。 

３ 共架電線とは、電柱又は電話柱を設置する者以外の者が当該電柱又

は電話柱に設置する電線をいう。 

３ 共架電線とは、電柱又は電話柱を設置する者以外の者が当該電柱又

は電話柱に設置する電線をいう。 
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